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はじめに
2015 年 6 月 16 日，不動産王ドナルド・トラン

プは翌年に行われる共和党大統領候補指名選に出

馬することを表明した。当初，アウトサイダー

であったトランプ候補の勝利を予測する者はい

なかったが，異例な発言によって支持を拡大し

た。なかでも大きな波紋を呼んだのが対メキシコ

強硬路線であった。トランプ候補はメキシコの不

法移民者が麻薬や犯罪を米国にもちこんでいるな

どとの中傷を繰り返した。またアメリカ人の職を

奪っているメキシコ人不法移民の流入を防ぐため

に国境に巨大な壁を建設し，その費用はメキシコ

に支払わせると同時に，速やかに不法移民者を国

外に追放することを政権公約に掲げた。さらに対

メキシコ貿易赤字問題の改善策として北米自由貿

易協定（North American Free Trade Agreement：

NAFTA）の再交渉を行うことを約束し，公正な

通商条件で合意できなかった場合は NAFTA を

撤廃する可能性もあることを言明した。

過去，米国の大統領選において外国人（移民）

排斥を揚げた小党の大統領候補はいたが，主要政

党の大統領候補が反移民政策を訴えることはな

かった。しかも隣国メキシコとの関係を政権公

約の中心におくこともなかった。結局，トランプ

候補は多くの予想を覆して与党民主党候補のヒラ

リー・クリントンを破り，2016 年 11 月の大統領

選に勝利した。そして就任後には，選挙戦に約束

した対メキシコ強硬路線を進めてきた。

ところで，「トランプ・ショック」は墨米関係

にとってどこまで脅威なのだろうか。この 70 年

間，両国は非公式同盟を通じて協力体制を維持し

てきた。むろん，対立が消えることはなかったが，

多くの問題を解決することができた。その意味で，

「トランプ・ショック」を短期的な問題とみてい

る専門家もいるが，米首脳の理解困難な行動を大

きな脅威としてみている専門家が多い。筆者もそ

のひとりである。トランプ・ショックが今後の墨

米関係にとってどれほどの脅威となり得るのかを

理解するには，さまざまな対立を克服しながら墨

米関係がどのように構築されてきたかを振り返る

ことが有用であろう。本稿では「トランプ・ショッ

ク」を墨米関係史の文脈において考察を進めてい

く。第 1 節では「トランプ・ショック」の意味に

ついて考える。第 2 節で墨米関係史について概説

した後，第 3 節では過去にどのような対立があっ

たのかを振り返る。第 4 節では「トランプ・ショッ

ク」に対してどのようなリアクションが起きたの

かについて述べる。

1
	
墨米関係と「トランプ・ショック」

政治経験のない異端候補のドナルド・トランプ

の想定外の勝利は全世界に大きな衝撃を与えた。

メディアはこの動きを「トランプ・ショック」と
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定義してきたが，その意味は国や分野によって異

なる。たとえば，経済分野の場合，「トランプ・

ショック」は米首脳の理解困難な行動が世界マー

ケットに及ぼす大混乱のことを意味している。ま

たオーストラリアの場合，「トランプ・ショック」

は米国の TPP 離脱と関連している問題であり，

オーストラリアが長年進めてきた環太平洋自由貿

易体制の崩壊を意味する。さらに環境運動の場合，

「トランプ・ショック」は米首脳のパリ協定の離

脱宣言を表し，温暖化問題の脅威を深める要因で

ある。最後に，北東アジアの場合，「トランプ・

ショック」は米国と北朝鮮の対立を深める要因の

ひとつとしてとらえることができる。

では，「トランプ・ショック」は墨米関係にお

いて何を意味するのだろうか。一般的に「トラ

ンプ・ショック」は「NAFTA の見直し」とし

てとらえられてきた。すなわち，「北米地域自

由貿易体制の停滞」である。1994 年に成立した

NAFTA はメキシコ経済の輸出産業を促進する

と同時に，メキシコにおける米・加企業のみなら

ず，日・独の企業の工場の数を増加させた。しか

し，その反面米国側に対メキシコ貿易赤字問題

を引き起こした。これを背景にトランプ大統領が

選挙キャンペーン中に NAFTA の再交渉を行う

ことを約束し，公正な通商条件で合意できなかっ

た場合は NAFTA を見直しすることを言明した。

仮にトランプ大統領が NAFTA を撤廃した場合，

北米地域全体の経済バランスに大きな影響を及ぼ

すと同時に日本とドイツの企業の投資にも大きな

打撃を与えるだろう。

しかし，本稿では「トランプ・ショック」を「北

米地域自由貿易体制の停滞」ではなく「墨米協力

体制の崩壊」として定義したい。その前に墨米協

力体制について説明する必要がある。墨米両国の

指導者たちは第二次世界大戦の終結から，「特別

な関係（Relación Especial）」と呼ばれる協力体制

を維持してきた。日米同盟関係とは異なり，「特

別な関係」には同盟条約がなく，完全な非公式同

盟である。そのもとにおいて米国は暗黙の了解で

メキシコに経済援助を与え，米国市場を開放し

た。同時に，米国の対外政策がメキシコ国内世論

の反米感情を刺激した場合，メキシコ政府が適度

に自主路線を展開することに米国政府は理解を示

した。そのかわり，メキシコ政府は国内の安定と

墨米国境の安全確保に加え，米国に敵対するスパ

イ活動のモニタリングと国内の反政府組織（反米

組織，左翼ゲリラなど）の情報提供を行った。

なお，第二次世界大戦以後，墨米の指導者は「特

別な関係」を軸に両国間の対話を維持し，対立し

たものの，協力体制のルールを守ってきた。とこ

ろが，この協力体制はトランプ大統領の登場で大

きな脅威に直面している。なぜならトランプ大統

領は異例な対メキシコ強硬路線を展開してきたか

らである。

上記を象徴するのが次のエピソードである。ト

ランプ政権の発足を受けたエンリケ・ペニャ＝ニ

エト大統領（Enrique Peña Nieto, 2012 年～）は新

政権のキーパーソンに接近し，「特別な関係」の

ルールの再確認を試みるが，トランプ大統領は対

話を拒否した。2017 年 1 月 25 日には国境壁の建

設に加え，米国への移民流入規制を強化する大統

領令に署名した。これを受けたペニャ＝ニエト大

統領は自国が国境壁の建設費を支払わないと言明

し，翌日には同月 31 日に予定していた米首脳と

の会談を行わないことを表明した。

この異例な状況を受けた国務省とメキシコ外務

省は，電話会談を行ってこの問題に終止符を打と

うとしたが，1 時間にわたる電話会談は平行線をた

どるばかりであった⑴。トランプ大統領は改めてメ

キシコ側に国境壁建設費用の支払いを要求し，メ
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キシコ製品に対する「国境関税」の導入を進める可

能性を示唆した。これに対して，ペニャ＝ニエト大

統領は新政権の立場を理解すると主張したものの，

改めて国境壁の建設費用を支払わないと言明した。

また，NAFTA の再交渉について応じる余地はあ

るものの，条約が消滅することはないとくぎをさ

した。最後に，米国の対メキシコ貿易赤字問題に

ついては建設的な会話を通じて解決を進め，「国境

関税」がメキシコと強い相互依存関係におかれて

いる米国にとってもリスクであることを強調した。

ところが，トランプ大統領は一方的な姿勢を変

える気配をみせず，もうひとつの争点である麻薬

密輸問題でも同様の態度を繰り返した。トランプ

大統領はメキシコの麻薬カルテルが米国社会へ

の最も脅威的な犯罪組織であると強調し，メキシ

コ軍が麻薬カルテルに対して効果的な対応がとれ

ないのであれば米軍を派遣する用意があると述べ

た。これに対して，ペニャ = ニエト大統領は米軍

派遣案については言及せず，麻薬カルテルは両国

にとって共通の敵であると述べ，米国側から犯罪

組織に武器が流通していることから，米国政府に

も責任があることを指摘した。結局，電話会談で

両首脳間のあいだの溝が埋まることはなかった。

以上でわかるように，トランプ大統領はメキシ

コ側の対話の要求に耳を傾けず，従来の墨米協力

体制のルールを無視した。トランプ大統領が対メ

キシコ強硬政策の展開を続ければ「特別な関係」

は確実に衰退するだろう。

なぜ「トランプ・ショック」は起きたのだろうか。

その答えにたどり着くのは，まだ時間がかかると

思うが，国際政治学者者のホルヘ・カスタニェー

ダ（Jorge G. Castañeda）元メキシコ外務長官によ

ると，「トランプ・ショック」の裏には実際に 3

つの問題が隠されている［Castañeda y Ríos Pitter 

2017］。第一に，トランプ大統領の登場によって

米国社会で今まで存在しなかった（あるいは隠れ

ていた）反メキシコ感情が浮き彫りになったこと

である。第二に，米国社会に大きく拡大した反自

由貿易主義である。第三に，反メキシコ感情とは

別の「反移民主義」（反イスラム主義）が米国内で

拡大したことである。

ただし，カスタニェーダ氏が指摘する論点は決

して新しい問題ではない。米国の建国時代からつ

ねに存在する要因である。そう考えると，なぜト

ランプ政権の発足後にそれらが浮き彫りになった

のだろう。筆者はオマバ政権（2009～2017 年）の「リ

ベラル主義」の理想を多くの人が信じ，米国社会

につねに潜んでいた暗い部分の存在をみようとし

なかったことが最大の理由だと考えている。それ

では，墨米協力体制を維持するためにどのように

対応するべきなのか。本稿の残りでは，墨米関係

史を振り返りながら，この問題を考察してみたい。

2
	
墨米関係史の概説

前節でふれたように，第二次世界大戦の終結以

後，墨米は非公式同盟のもとで協力体制を維持し

てきた。このような両国の共存関係は長い年月を

かけて構築されてきたものであり，その過程で互

いの潜在的な重要性を認め合ってきたからであ

る。その歴史的過程を簡単にみておこう。

（1）衝突の時代

墨米関係は比較的友好的なかたちで開始する⑵。

1821 年にメキシコがスペインからの独立を実現す

ると，新生国家を承認した最初の国のひとつが米

国であった（1822 年）。しかも独立後，今までメキ

シコの輸出先であったスペインが国交締結を拒ん

だことから，米国が英国とともに主要貿易相手国

となった⑶。しかし，直ちに両国間に衝突が生じた。
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その理由は，メキシコに駐在していた米国の外交

官がつねに国内政治に干渉してきたからである。

1830 年代に入ると，墨米の対立が明確になる。

米国は当時カナダの併合を画策していたが，英米

戦争⑷（1812～1815 年）の終結後，北部への領土

拡大をあきらめ，かわりに西部と南部，すなわち

メキシコを次のターゲットに定めた。当時，米国

社会では自国（白人）が北米地域を支配する「明

白な運命（Manifest Destiny）」論が定着し，米国

政府はメキシコの北部領土の獲得を試みた。当

初，米国政府は領土の購入をメキシコに提案した

が，メキシコ政府は応じなかった。それにもかか

わらず，米国政府は拡張主義政策を維持し，1836

年のテキサスの独立後，同州の併合を急いだ。米

国によるテキサス併合の結果，10 年後に墨米戦

争（1846～1848 年）が勃発し，メキシコはカリフォ

ルニアなど当時の領土の半分を米国に奪われるこ

とになる。

墨米戦争における敗北は，近代メキシコ史にお

いて最も屈辱的なエピソードであるが，同時にそれ

までもろかったメキシコの国家基盤を固め，メキシ

コ人の国民アイデンティティーを定着させる契機と

なった。強いナショナリズムと反米感情が高揚し，

米国の拡張主義と干渉主義に対する非難が高まっ

た。その後，公式レベルにおいてメキシコ政府は

米国から距離をおき，批判的な姿勢を維持したが，

非公式レベルではさまざまな政府官僚が親米路線

を展開し，必要なときに水面下で米国政府の支援

を求めた。その一例が，ヨーロッパ諸国への債務

不履行を契機にフランスがメキシコに侵攻したフ

ランス干渉戦争（1861～1867 年）における，メキ

シコ国内の自由主義派による米国のリンカーン大

統領（1861～1865 年在職）への軍事援助要請である。

なお，ディアス独裁体制（Porfirio Díaz Mori, 

1876～1911 年）のもとで，メキシコ外交を支えて

きた制度の改革が行われ，外交路線が変わった⑸。

ディアス大統領は外務官僚の国家試験制度を設

け，重要な国に大使館を設置した。とくにワシン

トンのメキシコ大使館の情報収集体制の整備を命

じた。また，今まで曖昧であった米国・グアテマ

ラ・英領ホンジュラス（現ベリーズ）などとの国

境を明確にするために国境協定を締結し，メキシ

コ外交史上初めてカリブ海諸国や中米諸国に対す

る地域外交を展開した。米国の拡張主義に対して

は批判的な姿勢を維持したものの，従来の急激な

ナショナリズム路線と反米主義を棚上げし，国内

市場を外国資本に開放した。さらに米国との共存

を図り，今までの対立関係を見直す動きもみられ

た。それを象徴するのが 1909 年 10 月 16 日に国

境地帯で行われたタフト大統領（William H. Taft, 

1909～1913 年）との史上初の墨米首脳会談である。

しかし，1910 年にメキシコ革命が勃発すると

ディアス独裁政権は崩壊し，墨米間に新たな衝突

が生じた。1915 年に実権を握った革命勢力は米

国が国内問題に干渉することを強く批判し，反米

主義を軸に外交を展開した。とくに墨米間で大き

な争点となったのが，石油産業の国有化を規定し

た 1917 年のメキシコ合衆国憲法であった。1920

年代には石油産業の国有化をめぐって両国は対立

したが，1930 年代に米国は「善隣外交」へと転じ，

第二次世界大戦が勃発すると，メキシコの石油産

業国有化を認めた。米国は枢軸国がメキシコに干

渉するのを警戒し，これ以上対立を長引かせるの

も問題であると考えたのである。

（2）「特別な関係」の時代

第二次世界大戦後に米ソ間の冷戦が始まると，

米国は隣国メキシコとのあいだの公式な軍事同盟

の締結を急いだ。しかし，国内で反米感情が依然

として強かったため，メキシコ政府はそれに応
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じなかった。冷戦期には，メキシコ政府は米国が

ラテンアメリカ域内に介入する際には親ラテンア

メリカ路線をとり，米国に対する批判を繰り返し

た。その具体例が，1954 年のグアテマラ危機と

1965 年のドミニカ共和国への米国による軍事侵

略に対する，メキシコの対米批判路線である。た

だし，メキシコは一方では，米国の対ソ政策に協

力する姿勢をみせていた。これが前述した「特別

な関係」，すなわち表面的な対立時においても根

底では共存を維持するための協力関係の始まりと

なった［Ojeda 1984］。たとえば，米国が敵視し

ていたキューバ革命政権とメキシコは国交を維持

したが，水面下では米国を支援していた［Keller 

2015］。具体的には，キューバの駐メキシコ大使

館における米国の工作活動を認め，メキシコ経由

でキューバに向かう人物の情報を米国国務省に提

供した。

冷戦の終結後，メキシコ政府は「特別な関係」

の基盤を維持しつつ，対米関係の再構築をめざし

た。米国との相互関係は明確であり，米国市場へ

のアクセスと国内経済の発展が大きなポイントと

なった。これを認識したサリーナス政権（Carlos 

Salinas de Gortari, 1988～1994 年）は経済の自由

化を促進し，NAFTA の成立に大きく貢献した。

一方，セディージョ政権（Ernesto Zedillo Ponce 

de León, 1994～2000 年）は米国への接近をさらに

強め，「特別な関係」を軸に「新しい共感（Nuevo 

Entendimiento）」構想を掲げ，両国は互いに尊

敬し，つねにコミュニケーションを維持し，協

力すべきであると提唱した。このように，1929

年以来長期政権を担った制度的革命党（Partido 

Revolucionario Institucional：PRI） 政 権 は，1990

年代には従来の米国との同盟体制の強化を模索し

ていたが［ロメロ 2015, 59］，2000 年代に入ると，

墨米関係にとって大きな転換が起きた。

（3）新しい同盟の模索

2000 年の大統領選において，71 年に及ぶ PRI

の一党独裁支配政権が終焉
えん

を迎え，右派の国民行

動党（Partido Acción Nacional：PAN）が政権を握っ

た。ビセンテ・フォックス大統領（Vicente Fox 

Quezada, 2000～2006 年）は，対米戦略としてはセ

ディージョ前政権の「新しい共感」では不十分で

あり，「特別な関係」から「戦略的な関係（Relación 

Estratégica）」に移動すべきであると考えていた。

それは，具体的には EU のような地域統合体を重

視するものであった［Romero 2006］。フォックス

政権は最終的には「北米共同体（Comunidad de 

América del Norte）」構想を提唱し，その目標に

向けてブッシュ政権（George W. Bush, 2001～2009

年）と交渉し，墨米移民協定の締結を進めた。し

かし，2001 年の同時多発テロ事件以後，ブッシュ

政権はメキシコとの移民協定の締結を棚上げし

た。その結果，墨米関係は強化されず，従来の「特

別な関係」が維持されるにとどまった。しかも，

2004 年にフォックス政権が国連の安全保障理事

会において米国のイラクを侵略しなかったことか

ら，両国の関係は完全に冷え切ってしまった。

こ の 状 況 は カ ル デ ロ ン PAN 政 権（Felipe 

Calderón Hinojosa, 2006～2012 年）でも変わらな

かったが，安全保障分野において両国は協力を強

化した。不正疑惑が多い選挙で勝利したカルデロ

ン大統領は正統性を回復するために「麻薬戦争」
（麻薬組織の掃討作戦）を徹底的に進めたが，これ

が泥沼化し，現在でも多くの犠牲者を出している
［工藤 2017］。そのため，カルデロン大統領はブッ

シュ政権に接近し，米国側に安全保障分野におけ

る協力を求め，2007 年にメリダ・イニシアティ

ブ（Iniciativa Mérida）に調印した。それにもかか

わらず，全般的に両国関係は深まったとはいえず，

あくまでも「特別な関係」のままである。
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なお，2008 年にオバマ政権が発足すると，メ

キシコ国内においてオバマ新政権に対する期待が

高まった。オバマ政権は従来の覇権政策を批判し，

一方的な外交政策ではなく国際協力を軸にした多

国間政策を展開することを強調していた。しかし，

対メキシコ政策においてオバマ大統領は明確な政

策をもっておらず，結局，オバマ政権も「特別な

関係」にメスを入れることはしなかった。そして

墨米の冷え切った関係は，2012 年に発足したペ

ニャ＝ニエト政権でも変わることはなかった。政

権の座に戻った制度的革命党（PRI）は，「グロー

バル責任（Responsabilidad Global）」という外交

路線を提案したものの，国内問題を優先し，基本

的に国際問題に強い関心をもつことはなかった
［Pellicer 2017, 25］。その外交軽視の姿勢が「トラ

ンプ・ショック」を予測できなかった要因のひと

つであるかもしれない。

以上，本節では墨米関係史を簡単に振り返って

きた。当初，両国間に強い対立構造が存在し，墨

米戦争につながるが，それ以降，対立構造が段階

的に改善された。両国の指導者は対立がデメリッ

トであることを認識し，1940 年代以には協力体

制を確立した。1990 年代には冷戦の終結を機に

「特別な関係」に代わる新たな同盟関係を模索し

てきたが，さまざまな理由で新たな協力体制は成

立していない。ただし，墨米の非公式同盟のもと

ですべての対立が消えたわけではなかった。次節

では過去の対立をとりあげる。

3
	
対立のエピソード

第二次世界大戦の終結以後の墨米関係史を振り

返ると，基本的に「特別な関係」は，経済（貿易）

分野と安全保障分野に集中し，それをめぐって両

国は対話を続けながら問題を解決したが，対立は

完全に消えなかった。しかも，多くの対立は「特

別な関係」の枠外に位置づけられてきた移民問題

と犯罪カルテルに関連していた。ここで強調すべ

きことは，この 2 つの問題がトランプ大統領の対

メキシコ強硬路線でとりあげられたテーマである

ということである。ここでは麻薬問題を中心に起

きた 2 つのエピソードを紹介したい。

（1）ニクソン政権の「要撃作戦」

1947 年から 1970 年にかけて，基本的に墨米両

国間に生じた問題は「特別な関係」の協力体制の

もとで解決された。これは米国で政権交代が起き

ても変わることはなかった。しかし，1960 年代

後半から「特別な関係」の協力体制の枠外のイ

シューが顕在化し始めた。そのひとつが麻薬の密

輸問題であった。当時，現在のように暴力的なカ

ルテルは存在していなかったが，メキシコはその

地理的な位置関係から北米市場に向けての麻薬の

積替地として使われていた。そのほとんどが米国

に運ばれて消費され，麻薬中毒が同国の大きな社

会問題となっていた。これを警戒したのが 1968

年に共和党の大統領候補に指名されたリチャー

ド・ニクソン（Richard M. Nixon）であり，麻薬

中毒問題の解決を政権公約に取り入れた。ニクソ

ン候補は麻薬問題に関してメキシコとの連携体制

を強化することを考えていた。その意味で，トラ

ンプ政権と類似点がある。

就任後，ニクソン政権（1969～1974 年）はメキ

シコ政府に対麻薬政策への協力を要請したが，メ

キシコ側は応じる姿勢をみせなかった。そこでメ

キシコ側の非協力的な姿勢を変えるために，ニク

ソン大統領は誰も予想していなかった一方的な

政策を展開した。これが「要撃作戦（Operation 

Intercept）」であり［Doyle 2003］，メキシコから

米国に入国する人々に対する取調べを強化したの
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である。その結果，国境地帯における税関の事務

処理が大幅に遅延した。当初，メキシコ側から来

る車の移動に大きな影響を与えたが，メキシコ車

の移動に依存していた米国側の国境地帯の経済に

も大きなダメージを与えた。3000 キロメートル

もある国境を封鎖するのは非現実的であったが，

国境封鎖は 3 カ月も続き，最終的にはメキシコが

麻薬問題への協力を約束することで，両国の対立

は修復に向かった。

（2）レーガン政権と「カマレナ殺害事件」

「要撃作戦」以降，墨米の両政府は麻薬問題に

対する協力体制を強化したが，1980 年代に入ると，

コロンビアの麻薬カルテルがメキシコの密売人た

ちと協力関係を結び，メキシコ経由で米国にコカ

インを輸送するようになった。この変化は米国社

会に大きな打撃を与え，それまでは政府間レベル

の問題であった麻薬カルテルの存在が，米国の政

界やマスコミの注目を集めた。しかも，麻薬カル

テルの存在とともに，米国内において制度的革命

党（PRI）政権による一党支配体制と民主化問題

が批判されるようになり，米国メディアによる「メ

キシコ・バッシング」が発生した。「特別な関係」

に基づく協力体制は大きく揺るぎ，両国間で緊

張が高まり，その頂点となったのが 1985 年 3 月

に発覚した米国の麻薬取締局（Drug Enforcement 

Administration：DEA）の捜査官エンリケ・カマ

レナ（Enrique Camarena）の殺害事件である。こ

の事件によって，グアダラハラ市の米国領事館に

所属していたカマレナが，事実上 DEA の秘密捜

査官であったことが明るみになった。

米国の捜査官はメキシコ国内で捜査権をもって

いないため，メキシコ世論の反米感情が刺激され

た。カマレナの遺体を発見したメキシコ警察は，

カマレナは麻薬カルテルの拷問を受けていたと発

表したが，この一連の対応は米国のマスコミを刺

激し，メキシコ政府への非難が強まった。一方，

米国のレーガン政権（1981～1989 年）は捜査協力

をメキシコ側に要求したが，メキシコ側は協力す

る姿勢をみせなかった。当初，メキシコ政府は米

国に協力することはメキシコ世論をさらに刺激す

ると考え，虚偽の証言や捜査を通じてカマレナ殺

害の被疑者が死亡したと米国に報告した。この対

応に反発したレーガン政権は，報復措置として税

関局にメキシコ国境の 9 つのポイントを封鎖する

よう命令した。その結果，メキシコから米国に入

国するすべての車が取調べを受けることになっ

た。最終的には，両政府のトップが会談すること

で，この問題は解決することになった。

以上みてきたように，「特別な関係」によって

最低限の協力体制は保証されていたものの，細

かい短期的な対立は起こっていた。その理由は，

3000 キロメートルという巨大な国境地帯が協力

体制の運営能力を超えていたからであるが，国力

のちがいが対等な関係を維持するのを困難にした

からでもある。それを象徴するのが「要撃作戦」

と「カマレナ殺害事件」である。これらの事例で

は米国政府側が一方的な政策を展開し，メキシコ

政府に圧力をかけながら米国側の政策に協力する

ように働きかけた。しかも麻薬問題の影響で米国

社会におけるメキシコのイメージは悪かった。米

国側は一時的に国境封鎖にまで踏み切った。

なお興味深いことは，これらの事例は現在のト

ランプ政権の対メキシコ強硬路線と似ている。そ

う考えると，「トランプ・ショック」を細かい短

期的な対立ととらえれば，「特別な関係」の最低

限の協力体制が保証されるかもしれない。ただし，

前節でもふれたように，「特別な関係」に限界が

みえつつあるのも事実である。次節では，この点

について述べてみたい。
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4
	
「トランプ・ショック」に対する反応

メキシコ社会は，米国の新しい大統領の就任

にかなり敏感である。冷戦期には「特別な関係」

が存在したものの，米国の大統領のパーソナリ

ティーが墨米関係に与える影響は今よりは小さ

かった。とはいえ，新しい大統領のパーソナリ

ティーによって米国政府が対メキシコ政策を変え

る可能性はあった。米国大統領の対ラテンアメリ

カ姿勢には大きく 2 つのタイプがあるといえる

だろう。ひとつはラテンアメリカとの関係をポジ

ティブにとらえる大統領である。ラテンアメリ

カの経済発展に大きな関心を寄せたケネディ大統

領（1961～1963 年）がそのグループに入る。もう

ひとつはラテンアメリカとの関係をネガティブな

問題としてとらえて対処しようとするタイプであ

る。メキシコと対立したレーガン大統領やトラン

プ大統領がこちらのタイプに含まれる。では，ト

ランプ大統領の対メキシコ強硬路線に対してどの

ような反応があったのだろうか。ここでは 2 つの

声を紹介したい。

（1）悲観的な声

前述したように，トランプ大統領のように，メ

キシコとの関係を政権公約の中心におく大統領は

過去にはいなかった。その内容は強硬であった。

その影響で，多くの専門家はトランプ政権との対

話が不可能であると考えている。筆者もそのひと

りである。しかも，それだけが問題ではない。ト

ランプ大統領は外交経験のない「素人」であり，

歴代大統領のように国務省が用意してきた情報を

重視していない。側近さえ予測できないトランプ

大統領の外交政策への対応は極めて困難である。

そのような人物が世界最大の軍事国家の指揮官で

あること自体が大きな脅威であると，筆者は考え

ている。これが悲観的な声が多い理由である。

そのような声を代表するのが，フォックス政権

で外務長官を務めたカスタニェーダ氏である。カ

スタニェーダ氏によると，トランプ大統領との対

話は不可能であり，従来の「特別な関係」で構築

してきたチャンネルでではなく，新たな対米戦

略を模索すべきであると主張する［Castañeda y 

Ríos Pitter 2017］。たとえば，カナダなどと連携し，

ともに米国に対処することも一案である。しかし，

カスタニェーダ氏が薦める政策には強いメキシコ

政府が必要であるが，支持率が低迷した現在のペ

ニャ＝ニエト政権にその力がないことを筆者は懸

念している。しかも，来年はメキシコの大統領選

があり，反米主義路線を進めてきた野党候補の勝

利の可能性も高い。その状況でトランプ大統領と

の対話は困難であると考えられる。

なお，トランプ大統領の対メキシコ強硬路線を

警戒する声はメキシコだけでなく，米国内にも存

在する。その一例が，1965 年にデイビット・ロッ

クフェラー（David Rockefeller）が設立した米国の

企業団体，米州委員会（Council of the Americas）

である。同委員会の副会長エリック・ファーンズ

ワース氏（Eric Farnsworth）は，トランプ大統領

が米国にとってのメキシコの重要性を理解してい

ないことに懸念を示している［Parish 2017］。すな

わち，過去の大統領はそれなりに隣国メキシコと

の最低限の付き合いの重要性を認識していた。

メキシコは米国の 3 番目の貿易パートナーであ

り，多くの米国企業はメキシコ国内に工場をもち，

そこから米国市場に製品を送っている。その国を

一方的に疎外することは，米国にとって考えら

れない行為であるとファーンズワース氏は指摘す

る。また，ファーンズワース氏はトランプ大統領

のメキシコ人の脅威論にも大きな問題があると指

摘する。確かに在米メキシコ不法移民者の数は多
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いが，トランプ大統領が選挙戦で指摘した 3000

万人といった数字ではない。実際には，不法移民

全体でも 1100 万人であり，さらにメキシコ人は

その 50% である［Gonzalez-Barrera and Krogstad 

2017］。

しかも，近年ではメキシコ人の不法移民の米国

への新規流入は大きく減少している。米国のシン

クタンク，ピュー研究所（Pew Research Center）

のヒスパニック局によると，この傾向は 2008 年

以降顕著である［Gonzalez-Barrera and Krogstad 

2017］。その理由は，リーマンショック以降，メ

キシコ人を必要とする会社が減少したからであ

る。これに加えて，メキシコ北部の治安の悪化に

よって密入国のインセンティブが大幅に弱まった

こと，そして犯罪組織の密入国ルートの独占に

よって確実に米国に入国できる保証がなくなった

ことを，多くのメキシコ人が自覚したからである。

新規の不法移民の数が大きく減少している状況で

は，トランプ大統領の目玉政策である国境壁の建

設は，その意義が薄れる。

最後に，国境壁の建設は費用面から困難であ

る。トランプ大統領は建設費用を支払うのはメ

キシコであると宣言したが，メキシコ政府に支

払う意思はない。これは，2018 年のメキシコ大

統領選挙で政権交代が起きたとしても変わらな

いだろう。トランプ大統領は国境壁の建設コス

トの財源としてメキシコ製品に課税する「国境

関税」を想定しているが，これも非現実的である。

加えて，米国内において国境壁を建設すること

に国民の支持が集まっていない。2017 年 10 月の

AP 通信の世論調査によると，壁の建設への賛成

は 32% だが，その数字は下がる可能性が高い［La 

Jornada, 10 de octubre de 2017］。なぜならば，ト

ランプ政権が発足して以来，米国におけるメキ

シコ人のイメージが急激に改善しているからで

ある［McCarthy 2017］。

トランプ大統領が，世論の支持が十分でない状

況で国境壁の建設を進められるのかがポイントと

なる。ちなみに現在は，メキシコを経由して米国

に入国を試みる中米諸国出身の不法移民者の方が

問題である。本当に不法移民問題の解決を考えて

いるのであれば，トランプ政権はメキシコ政府と

協力し，中米の不法移民者を阻止するべきである

と，ファーンズワース氏は指摘する。

以上のように，米国側でも「メキシコ・バッシ

ング」のコストは米国にとって重要であることを

指摘されてきた。その際にさまざまなデータを通

じて政策転換が訴えられてきたが，現在トランプ

大統領は，その事実に目を向けず，自分の偏見と

考えで政策を進めようとしている。

（2）楽観的な声

一方で，メキシコの専門家のなかには楽観的な

声もある。そのひとりが国際政治学者ホルヘ・ス

キャボン（Jorge Schiavon）である。スキャボン氏

によると，トランプ政権の対メキシコ政策には表

層的な変化があるものの，墨米関係の基本的なラ

インは変わらない［Schiavon 2017, 103］。というの

も，トランプ大統領が公約として提唱した国境壁

の建設とメキシコ不法移民の国外追放は，決して

新しいイシューというわけではないからである。

1990 年にサンディエゴの国境地帯に最初に建

設された国境壁以降，墨米国境地帯に多くの壁が

建設されてきた。当初，国境壁はシンボリックな

ものであったが，現在は 1100 キロメートルの壁

が存在する。結局，国境壁は完全に不法移民者の

密入国を阻止できなかったが，多くの場合，不法

移民者の入国を遅らせ，国境警備隊の取締まりに

貢献した。その過程で多くのメキシコ不法移民者

が国外に追放されてきた。それでも墨米協力構造
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は崩壊しなかったのである。

だとすると，トランプ政権の問題はどこにある

のだろうか。おそらく多くの専門家が懸念してい

るのは，「トランプ・ショック」と定義されてい

る「NAFTA の見直し」であるといえる。これに

ついてスキャボン氏は，米国内において NAFTA

再交渉の風はトランプ政権誕生以前からすでに吹

いていたことを指摘している。実際，クリントン

候補の選挙公約にも NAFTA の構造変更が含ま

れていた。一方，メキシコ国内においても，左派

勢力と反グローバリズム勢力が NAFTA を強く

非難し，その撤廃を求めてきた。確かに，この

点において筆者はスキャボン氏と同意見である。

2016 年のイギリスの EU 離脱という先例がすで

にある現在，NAFTA の撤廃は想定され得るシ

ナリオであったともいえる。しかも，1990 年代

の NAFTA の交渉では労働者，移民問題，環境

問題が重視されていなかったため，それらの重要

な問題を枠内に含める可能性があるのであれば，

NAFTA の再交渉はプラスになるかもしれない。

では，「トランプ・ショック」はどうしてここ

まで騒がれてきたのだろうか。スキャボン氏が指

摘するように，トランプ大統領は一般の外交ツー

ルを使用せず，ツイッター発言や記者会見などを

通じて対外政策を展開してきた。これがメキシコ

政府の政策決定者のみならず，多くの専門家を悩

ませている。まったく動きが予測できないアメリ

カ大統領は初めてである。ただし，トランプ大統

領の言説や行動の背景にある論理が理解できれれ

ば，トランプ政権とも協力体制を維持することは

十分に可能であり，数年後には従来の構造に戻る

可能性が高いとスキャンボン氏は考えている。し

かし，そのあいだにメキシコはトランプ大統領に

振り回されることになる。これにはどうしても楽

観的な立場ではいられないと，筆者は考えている。

むすび
本稿では，「トランプ・ショック」を墨米関係

史の文脈に位置づけて分析した。墨米は長い年月

をかけて全面衝突から依存関係へと転換し維持す

ることに成功してきた。両国の関係は決して対等

ではなかったが，最低限の協力体制を構築してき

た。その軸となったのが「特別な関係」のルール

である。しかし，その協力体制は限界に近づき，

新しい協力体制の枠組みが必要となっている。そ

の矢先にトランプ政権が誕生し，協力体制の崩壊

の危機が現実的になっている。どこまで，トラン

プ政権の対メキシコ強硬路線が「特別な関係」に

影響を及ぼすのだろうか。過去の対立のエピソー

ドをみれば，両国の対立は短期的であり，最終的

に墨米協力体制は維持されてきた。その事実から

みると，トランプ大統領の登場は心配する必要が

ないかもしない。つまり，あくまでも表現スタイ

ルのちがいの問題であり，両国間関係の基本路線

は変わらないという考え方である。しかし一方で，

トランプ大統領は予測不能な政治家であり，これ

が脅威となっているもの事実である。

では，どのようにトランプ政権と付き合うべき

なのだろうか。その鍵はトランプ大統領の理解困

難な行動を読み解くことにある。ただし，これは

決して容易ではない。それと同時に「トランプ・

ショック」の後ろにある米国社会の根本的な問題

から目をそらさないことである。米国社会におい

ては，差別主義，反移民主義，そして反自由貿易

主義などは一度も消えたことはないという事実を

認識すべきである。その意味で，多様性と寛容性

を希求した「オバマの国」としての米国はあくま

でも理想にすぎなかったことを理解し，米国社会

のネガティブな部分から目をそらしてはいけな

い。これが「トランプ・ショック」が教えてくれ

た最大の教訓かもしれない。
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注
⑴ 電話会談後にその内容の一部は報道されていたが，

2017 年 8 月 3 日に米紙『ワシントン・ポスト』が
全体の内容を入手した。

⑵ 19 世 紀 前 半 の 墨 米 関 係 史 に 関 す る 情 報 は，
Terrazas y Gurza［2012］を参照。

⑶ メキシコの独立宣言を受けたスペイン王国は，そ
の独立宣言を認めることを拒み，新生メキシコ政
府との国交樹立には応じなかった。結局，1836 年
に 墨 西 和 平 友 好 条 約（Tratado de Santa María-
Calatrava）を調印するまで，スペインとの貿易が閉
ざされた状態となった。

⑷ 英米戦争（War of 1812）が勃発した理由のひとつ
はナポレオン戦争（1808～1815 年）の存在である。
米国は欧州の戦争に専念していたイギリスが北米
大陸でプレゼンスを失うことを想定し，そのすき
にカナダを奪うことを試みた。しかし，戦争は長
引き，カナダ併合は失敗する。

⑸ 19 世紀後半の墨米関係史に関する情報は，Riguzzi 
y De los Ríos［2012］を参照。
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